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仕 様 書 

第１ 件 名 公立大学法人首都大学東京各キャンパスにおける研究実験室の作業環境測

定業務委託（令和元年度 上半期） 

 

第２ 履行期間 契約締結の日から令和元年９月３０日まで 

 

第３ 履行場所 ・首都大学東京南大沢キャンパス 

東京都八王子市南大沢一丁目１番地 

        ・首都大学東京荒川キャンパス 

東京都荒川区東尾久七丁目２番１０号 

        ・首都大学東京日野キャンパス 

東京都日野市旭が丘六丁目６番地 

        ・東京都立産業技術高等専門学校品川キャンパス 

東京都品川区東大井一丁目１０番４０号 

        ・東京都立産業技術高等専門学校荒川キャンパス 

東京都荒川区南千住八丁目１７番１号 

 

第４ 目 的 

本契約は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）及び作業環境測定法（昭和５０年法

律第２８号）に基づき、公立大学法人首都大学東京（以下「法人」という。）各キャンパスの研

究室等の作業環境測定を実施し、作業環境測定結果報告に基づき、良好な作業環境の保持と教

職員の健康障害防止の維持を図ることを目的とする。 
  受託者は、この仕様書に定める事項を誠実に遵守し、安全対策を講じて受託業務を遂行しな

ければならない。 
  また、受託者は、各業務の遂行に当たっては、法人各施設の特殊性を十分理解し、その円滑

な運営に支障をきたすことのないようにしなければならない。 
 

第５ 総括仕様 

 １（目的） 

  総括仕様は、業務に共通する大綱を示すものであって、委託業務の履行に必要かつ具体的

な事項については、個別業務仕様に定める。 
 

 ２（関係法令等の遵守） 

   この業務の遂行に当たっては、関係法令等を遵守し、適法、安全かつ善良な履行を図らな

ければならない。 
 

 ３（守秘義務） 

   受託者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 
   また、本仕様書その他業務の遂行に関して得られた記録等を他人に閲覧させ、複写させ、

又は譲渡してはならない（作業環境測定法第３５条を準用する。）。 
   このことは、契約解除及び履行期間満了後においても同様とする。 
 

 ４（信用失墜行為の禁止） 

   受託者は、法人の信用を失墜する行為をしてはならない。 

 

 ５（業務の遂行) 
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   本委託業務遂行に当たっては、適切な従事者の配置を行うこと。 

 ６（業務従事者） 

（１）本委託業務従事者（以下「従事者」という。）の業務遂行に当たっては、法人の管理の

もとに、相互の連絡を密にし、これらの業務に当たること。 
（２）受託者は、本委託業務の実施に先立って、業務に適した統一された服装及び名札を従

事者に着用させなければならない。 
なお、これらにかかる費用は受託者の負担とする。 

（３）受託者は、法人施設の管理運営に支障をきたすことのないように、従事者に対して必

要な指示を行い、円滑な業務の確保を図ること。 
（４）業務履行中は、所定の保護用具を着用すること。 

 

 ７（施設への立入り） 

  施設に立ち入るときは、委託者の許可を受けること。 

 

８（総括責任者の選任等） 

（１）受託者は、受託業務を円滑に執行するため、従事者の中から全ての現場業務について

総括的な責任を有する者（以下「総括責任者」という。）を選任し、委託者に届け出なけ

ればならない。 
（２）総括責任者は、その業務の遂行上、常に委託者との連携を密にし、必要な連絡を行う

こと。 
（３）総括責任者は、契約内容の履行管理、従事者の業務に関する監督、関連部署との連絡

調整等について総括すること。 
 
９（業務の安全衛生管理） 

（１）従事者の安全衛生に関する管理については、受託者がその責任において関係法令等に

従って適切に行うこと。 
     関係法令 

労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 
      労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 
      労働安全衛生法施行令（昭和４７年政令第３１８号） 
      労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号） 

（２）その他事故等の防止に必要な措置を行うこと。 
 

１０（諸官庁手続） 

総括責任者は、業務履行上関係のある諸法令を遵守するとともに、官公署への連絡届出手

続きに当たっては、委託者に協力し遅滞なくこれを処理するものとする。 
 

１１（業務計画書等の提出等） 

（１）業務計画書の提出 
    受託者は、契約締結後直ちに受託する業務の実施体制、実施工程及び業務責任者等が有

する資格など、業務を適正に実施するために必要な事項を記載した業務計画書を作成し、

委託者に提出し、承諾を得るものとする。 
    また、業務計画書に変更の必要が生じ、その内容が重要な場合は、変更した業務計画書

を速やかに作成し、委託者の承諾を得るものとする。 
（２）業務報告書等の提出 

    受託者は、第６個別業務仕様の２（作業環境測定の結果報告書等）に示す業務の実施状

況についての報告書を委託者に提出し、承認を得るものとする。 
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なお、報告書の様式は別に定めるものとし、その作成費用は受託者の負担とする。 
１２（危害及び損害予防措置） 

（１）受託者は、業務の実施に当たって、法人又は第三者に危害又は損害を与えないように

万全の措置をとらなければならない。 
（２）業務の実施に当たって、受託者の責に帰すべき理由により法人の財産又は第三者に損

害を与えた場合は、受託者はその賠償の責を負うものとする。 
（３）法人又は第三者に危害若しくは損害を与えた場合又はそのおそれのある場合には、総

括責任者は直ちに委託者に報告すること。 
 

１３（改善義務） 

   委託者は、委託業務に関して調査し、又は報告を求め、必要のあるときは改善を求め

ることができるものとする。 

   この場合、受託者は、直ちにこれに応じてその結果を報告しなければならない。 

 

１４（光熱水費） 

   委託業務を遂行するために必要な光熱水費は、法人の負担とする。 

 

１５（発生材の処理） 

（１）委託業務に伴う発生材は、受託者において構外に搬出し、処理すること。 
（２）処理に当たっては、資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）、建設物副産物適正処

理推進要綱その他関係法令に従い適切に処理すること。  
 

１６（環境により良い自動車の利用） 

（１）本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は使用する場合は、都民の健康と安全を

確保する環境に関する条例（平成１２年度東京都条例第２１５号）の規定に基づき、次

の事項を遵守すること。 
① ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

② 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可能

な自動車利用に努めること。 

なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）粒子状物質減

少装着証明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示又は提

出すること。 

 

１７（その他） 
（１）納品については、別途担当者と協議すること。 
（２）その他業務の処理に当たっては、委託者と連絡を密にし、不明な点はその都度本学担

当者と協議し決定する。 

 

１８（支払方法） 

 履行完了後、本契約業者からの適正な請求書が提出された後６０日以内に支払うこととす

る。 
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第６ 個別業務仕様 

 

１（作業環境測定業務） 

（１）作業環境測定士等の資格 

①業務責任者 

作業環境測定士（第一種又は第二種）及び環境計量士の有資格者とし、分析技

術者を指揮監督できる者で、環境分析の実務経歴３年以上を有する者とする。 
②分析技術者 

第一種作業環境測定士の有資格者で、かつ、分析の実務経験を３年以上有する

者又は同等の能力を有すると認められる者とする。 
③適用事項 

受託者は、分析技術者等の資格・経歴等を明らかにした要員名簿（免許証等の

写及び経歴を添付すること。）を提出するものとする。 
 

（２）作業環境測定の内容 

労働安全衛生法第６５条第１項並びに労働安全衛生法施行令第２１条第７項及び第

１０項に該当する作業場について、作業環境測定基準（昭和５１年４月２２日労働省

告示第４６号）に従い、試料を捕集し濃度測定を行い、別に定める様式により測定結

果を報告すること。 
①サンプリング方法 

ア Ａ測定 

室内空気（５検体）によるサンプルを採取する。 

イ Ｂ測定 

作業者の暴露が最大と判断される場所と時間によるサンプルを採取する。 

ウ サンプル採取は、以下の方法とする。 

 （ア）有機溶剤においては、固体捕集、ろ過捕集及び直接捕集とする。 

 （イ）特定化学物質においては、固体捕集、液体捕集、ろ過捕集及び直接捕集

とする。 

エ 分析は、以下の方法とする。 

（ア）有機溶剤においては、ガスクロマトグラフ分析とする。 

（イ）特定化学物質においては、ガスクロマトグラフ分析、吸光光度分析、原  

子吸光分析、高速液体クロマトグラフ分析及び誘導結合プラズマ発光分光分

析とする。 

オ 機材については、受託者で用意すること。 

 

②サンプリング箇所     ３０７箇所（調査対象部屋数：１８６室） 

 サンプリング箇所の図面等詳細については、契約確定後提示する。 

 

（内訳１） 

       有 機 溶 剤     １６９箇所 

       特定化学物質     １３８箇所 

     （内訳２） 

       南大沢キャンパス 

        有 機 溶 剤    １３２箇所（詳細は別表１により示す） 

        特定化学物質    １２３箇所（詳細は別表２により示す） 

       荒川キャンパス 

        有 機 溶 剤      ４箇所（詳細は別表３により示す） 

        特定化学物質      ４箇所（詳細は別表４により示す） 
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       日野キャンパス 

        有 機 溶 剤     １０箇所（詳細は別表５により示す） 

        特定化学物質      ３箇所（詳細は別表６により示す） 

       高専品川キャンパス 

        有 機 溶 剤     １０箇所（詳細は別表７により示す） 

        特定化学物質      ４箇所（詳細は別表８により示す） 

       高専荒川キャンパス 

        有 機 溶 剤     １３箇所（詳細は別表９により示す） 

        特定化学物質      ４箇所（詳細は別表１０により示す） 

 

③サンプリング対象物質 延べ   １，５４４物質 

     （内訳１） 

       有 機 溶 剤    延べ  ８３２物質 

       特定化学物質    延べ  ７１２物質 

 

     （内訳２） 

      南大沢キャンパス 
       有 機 溶 剤    延べ  ７２４物質（詳細は別表１１により示す） 
       特定化学物質    延べ  ６６２物質（詳細は別表１２により示す） 
      荒川キャンパス 
       有 機 溶 剤    延べ   １４物質（詳細は別表１３により示す） 
       特定化学物質    延べ   １２物質（詳細は別表１４により示す） 
      日野キャンパス 
       有 機 溶 剤    延べ   ２８物質（詳細は別表１５により示す） 
       特定化学物質    延べ   １１物質（詳細は別表１６により示す） 
      高専品川キャンパス 
       有 機 溶 剤    延べ   ３２物質（詳細は別表１７により示す） 
       特定化学物質    延べ   １７物質（詳細は別表１８により示す） 
      高専荒川キャンパス 
       有 機 溶 剤    延べ   ３４物質（詳細は別表１９により示す） 
       特定化学物質    延べ   １０物質（詳細は別表２０により示す） 
 

④使用状況 

      南大沢キャンパス 

       有 機 溶 剤 別表２１により示す。 

       特定化学物質 別表２２により示す。 

      荒川キャンパス 

       有 機 溶 剤 別表２３により示す。 

       特定化学物質 別表２４により示す。 

      日野キャンパス 

       有 機 溶 剤 別表２５により示す。 

       特定化学物質 別表２６により示す。 

      高専品川キャンパス 

       有 機 溶 剤 別表２７により示す。 

       特定化学物質 別表２８により示す。 

      高専荒川キャンパス 

       有 機 溶 剤 別表２９により示す。 

       特定化学物質 別表３０により示す。 
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（３）業務実施日 

業務実施日は、平日（土曜日、日曜日及び祝祭日以外の日をいう。）とする。 
ただし、法人が実施する行事（入試等）の期間中は除く。 

       
（４）業務実施時間 

    業務実施時間は、原則として午前９時３０分から午後５時３０分までとする。 
    ただし、委託者の都合により変更する場合は、協議の上決定することとする。 
 

  （５）別途業務 

    業務は計画に基づき実施することを原則とするが、実験室等の薬品の漏洩等、緊急

的な事態その他の不測の事柄により業務を要請された場合は、速やかに対応するもの

とする。 
   

２（作業環境測定の結果報告書等） 

前項に基づき実施した測定結果については、作業環境評価基準（昭和６３年９月１日

労働省告示第７９号）により評価を行い、結果を報告すること。 
   測定結果報告書様式は、平成２０年２月２９日付け基発第０２２９００２号通達で定

められた作業環境測定結果記録表（Ｂ 有機溶剤、鉛、特定化学物質、石綿用）及び作

業環境測定結果報告書（証明書）により行うこと。 
   また、報告書のほか、本法人に関する全データも提出すること。 
   提出物は下記のとおりとする。 
 

（１）報告書は、サンプリング箇所ごとに１つのポータブルドキュメントフォーマット

（ＰＤＦ）形式の電子ファイルとして作成すること。さらに、キャンパス毎で有機溶

剤・特定化学物質の区別毎の格納場所（フォルダ）を作成し、報告書を上記区別毎に

分類し保存したものを、電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ）で提出すること。 
    また、紙媒体に印刷したものを１部添付すること。 

（２）データは、ポータブルドキュメントフォーマット（ＰＤＦ）形式で、電子媒体（Ｃ

Ｄ－ＲＯＭ又はＵＳＢフラシュメモリ）に保存したものを提出すること。 
 

３（疑義の解釈） 

  本仕様書に定める事項以外については、委託者と協議の上決定すること。 
  また、本仕様書に疑義のあるときは、あらかじめ委託者と協議するものとする。 

 

【担当者】 
 公立大学法人首都大学東京 
 総務部総務課労務安全管理係 大平 
 電 話：（０４２）６７７－１１１１（内線１０１７） 
 Ｆ Ａ Ｘ：（０４２）６７７－３１３９ 
 ＭＡＩＬ：oohira-takemi@jmj.tmu.ac.jp 


